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重 点 事 項



１．医師確保対策について 

 

○ 我が国では、へき地等の地域における医師の偏在、救急・産科を始めとした診療科における医師の

偏在が生じているとともに、医師の絶対数が不足していることも指摘されている。 

さらに、特に病院の勤務医が夜勤、当直等により疲弊し、厳しい勤務環境となっている。 

 

○ このため、医師養成数については、平成 20 年度より医学部入学定員を増員し、過去最大規模とな

っている（8923 人）が、来年度も同様にさらなる増員（68人程度）を行う予定である。 

 

○ また、平成 24年度予算案において、地域や診療科における医師の偏在解消等のため、 

・ 医師のキャリア形成支援と一体的に、地域の医師不足医療機関の医師確保を支援するため、都道

府県が設置する「地域医療支援センター」の箇所数を拡充し、偏在解消に向けた取り組みを推進（平

成 23年度の 15箇所から対象箇所数を 20箇所に拡充）（約 7.3億円） 

・ 厳しい勤務環境で働く医師を応援するため、夜間・休日の救急勤務医、分娩を扱う勤務医、新生

児医療を担う勤務医への手当に対する財政支援（医療提供体制推進事業費補助金（約 250億円）の

内数） 

・ 医師不足地域の臨床研修病院において研修医が宿日直等を行う場合の医療機関への財政支援 

・ 出産・育児等により離職している女性医師の復職支援のための都道府県への受付・窓口の設置等

の支援 

・ 病院内保育所の運営等に対する財政支援（医療提供体制推進事業費補助金 250億円の内数） 

等を計上している。 

 

○ さらに、平成 22 年度補正予算において、都道府県に設置されている「地域医療再生基金」を拡充

（2100 億円）することにより、都道府県（三次医療圏）単位での広域的な医療提供体制を整備・拡充

するための取り組みを支援している。 

 

○ 本年１月６日に政府・与党においてとりまとめられた「社会保障・税一体改革素案」においても、

病院・病床機能の分化・強化、在宅医療の推進、医師確保対策（地域間・診療科間の偏在の是正）、

チーム医療の推進等を図る方向性が示されており、今後、あるべき医療提供体制の実現に向けて、診

療報酬改定、補助金等の予算措置、医療法等関連法の法律改正など、改革の実現に向けた取組を着実

に進めていく。 
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